
国費外国人留学生制度について
昭和２９年度創設。今日まで世界約１６０か国・地域から合計約102,000人を超える留学生を受け入れ。

１．国費外国人留学生の種類 －７つのプログラムで構成－

○大学院レベル

(1).研究留学生

(2).教員研修留学生

(3).ヤング・リーダーズ・プログラム（YLP)留学生

(4).学部留学生

(5).日本語・日本文化研修留学生

○学部レベル

（昭和２９年度創設、国費留学生の約８割）

学部卒業以上で、日本の大学院において教育・研究指導を受ける者を対象。
渡日後６か月間の日本語予備教育を受講（相当の日本語能力を有する者、大学が予備教育の必要を認めない者は不要）
後、大学院研究生又は正規課程において専門教育を受ける。

留学期間は原則２年以内又は大学院正規課程の標準修業年限以内。

（昭和５５年度創設）

海外の初等中等教育機関の現職教員等を対象。日本の教員養成系大学で研修を実施。
渡日後６か月間の日本語予備教育を受講し、その後、大学が提供する１年間の研修プログラムにより教育指導を受ける。
留学期間は予備教育を含めて１年６か月。

（平成１３年度創設）

アジア諸国等の将来のナショナル・リーダーとして活躍が期待される若手の行政官等を招へい。日本に対する理解を深
めることを通じて、世界各国の行政指導者等の人的・知的ネットワークを創り、我が国を含む諸外国の友好関係の構築、
政策立案機能の向上に寄与することが目的。専門分野は行政、地方行政、医療行政、ビジネス、法律の５コース。
すべて英語によるプログラム。受入大学より「修士」を授与。留学期間１年間。

（昭和２９年度創設）

大学学部４年制（医歯獣薬は６年）に学ぶ留学生。進学前に日本において１年間の日本語を中心とした予備教育を
受講後、大学学部に進学する。留学期間は予備教育を含め原則５年（医歯獣薬は７年）

自国の大学において、日本語、日本文化に関する分野を専攻する学部学生を対象。
大学が提供する１年間の研修プログラムに従って教育指導を受ける。留学期間は１年間。

（昭和５４年度創設）
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(6).高等専門学校留学生

(7).専修学校留学生

各国における中堅技術者の育成に協力することを目的とし、高等専門学校において教育指導を行う。
１年間の日本語を中心とした予備教育を受講後、高等専門学校の３年次に編入学。留学期間は原則４年間。

（昭和５７年度創設）

（昭和５７年度創設）

生活に密着した技能や専門的技術を習得するため、専修学校において教育指導を行う。
１年間の日本語を中心とした予備教育を受講後、専修学校の専門課程において２年間の教育指導を受ける。
留学期間は原則３年間。

２．選考方法の種類

○海外から採用する場合
① 募集対象国の在外日本大使館等を通じて募集する大使館推薦
② 我が国の受入れ大学が大学間交流協定等により募集する大学推薦

③ その他（YLPにおける海外の公的推薦機関からの推薦、日韓理工系（学部）における相手国機関との
共同選考によるもの）

○在日の私費留学生の中から国費外国人留学生に採用する国内採用

海外からの採用

大使館推薦 大学推薦 その他

研究留学生 ○ ○ × ○（正規課程）

教員研修留学生 ○ × × ×

ヤング・リーダーズ・プログラム（YLP)留
学生

× × ○ ×

学部留学生 ○ ○ △ ×

日本語・日本文化研修留学生 ○ ○ × ×

高等専門学校留学生 ○ ○（高専推薦） × ×

専修学校留学生 ○ × × ×

区 分 国内採用

大
学
院

学
部

（○印は、募集・選考を実施しているもの。×は募集・選考を実施していないもの。)
（学部留学生の△は、日韓共同理工系学部学生事業に限り相手国機関と日本政府とで共同選考しているもの。）
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３．大使館推薦による募集・選考の過程

上記は、研究留学生、学部留学生、高等専門学校留学生、専修学校留学生の例（時期（ ）は１０月渡日の場合）

在外公館による一次選考の概要

１．選考委員会の設置

在外公館関係者、学識経験者等により構成、一次選考（書類、筆記及び面接）の実施

２．１次選考の実施
（１）書類選考

・応募資格、最終出身大学（学校）等の学業成績、研究計画の適正性の確認及び卒業大学等からの推薦状等の精査

（２）筆記試験

（３）面接試験

・各プログラム毎の筆記試験の実施、採点

・志望動機、学習意志、協調性等の直接面接による人物考査



制 度 科 目 受験対象者

学部留学生

日 本 語
全ての応募者

英 語

数学
A文系 文科系志願者

B理系 理科系志願者

理科

物理
理科系志願者のうち，専攻に関連のある
２科目を選択

化学

生物

研究留学生
日 本 語※１

全ての応募者
英 語

教員研修留学生
日 本 語

全ての応募者
英 語

日本語・日本文化研修留学生 日 本 語 全ての応募者

専修学校留学生

日 本 語

全ての応募者英 語

数 学

高等専門学校留学生

日 本 語
全ての応募者

英 語

数 学

物 理 専攻に関連のあるどちらか１科目を選択

化 学

国費外国人留学生の第１次選考筆記試験（大使館推薦）

※１．日本語試験は、あくまでも日本語でのコミュニケーション能力を確認するためのものであり、日本語能力不足の応募者には英語が一定の基準を満たせば足りる
ものとしている。



４．各プログラムの待遇等

※大学推薦により採用された者の授業料は、大学負担となる。

区 分 研究留学生 教員研修留学生 学部留学生
日本語・日本文
化研修留学生

高等専門学校留
学生

専修学校留学生
ヤング・リーダー
ズ・プログラム
（YLP)留学生

創 設 年 度 昭和２９年度 昭和５５年度 昭和２９年度 昭和５４年度 昭和５７年度 昭和５７年度 平成１３年度

レ ベ ル 大学院レベル 学部レベル 大学院レベル

資 格 大学（学部）卒業
以上の者

大学（学部）卒業
以上程度の者

高等学校卒業程
度の者

大学（学部）に在
学中の者

高等学校卒業程
度の者

高等学校卒業程
度の者

大学（学部）卒業
以上の者

年 齢 制 限

（ 採 用 時 ） ３５歳未満
１７歳以上

２２歳未満

１８歳以上

３０歳未満

１７歳以上

２２歳未満

１７歳以上

２２歳未満

行政、地方行政、
医療行政、法律
は原則40歳未満
ﾋﾞｼﾞﾈｽは原則35
歳未満

期 間 日本語教育を含
め２年以内

日本語教育を含
め１年6か月以内

日本語教育を含
め5年(医・歯･
獣・薬(6年制)は7
年)

１学年間

日本語教育を含
め4年（商船学4
年6か月)

日本語教育を含
め３年

１年

日本語予備教
育

半年（北海道大学等54大学）

日本語能力の十分な者は直接入学

１年（東京外国語
大学、大阪大学）

なし

１年(JASSO東京

日本語教育セン
ター）

１年(文化外国語

専門学校、
JASSO大阪日本
語教育センター）

なし

専 門 教 育 大学院で専門分
野を専攻

教員養成学部で
特別研修

学部教育 日本語又は日本
事情の特別研修

高専３年次に編
入学

専修学校専門課
程教育

大学院修士課程

募集対象国・
地 域

世界各国

(168か国･地域）

開発途上国等

(64か国）

開発途上国等

(100か国･地域）

世界各国

(74か国･地域）

開発途上国等

(40か国･地域）

開発途上国等

(49か国・地域）

開発途上国等

(2７か国）

奨 学 金

月額：非正規生143,000円、修士課程
144,000円、博士課程145,000円

月額117,000円

月額242,000円

（地域により月額2,000円又は3,000円の加算あり）

授 業 料 国立大学法人及び高専機構は不徴収、公私立は文部科学省負担※

渡 航 旅 費 等 往復渡航運賃（航空券）支給



５．採用実績等
（2）出身国別国費外国人留学生数

（平成２７年５月１日現在）
（1）プログラム別国費外国人留学生数

（平成２７年５月１日現在）

（3）プログラム別選考方法別外国人留学生数（平成２７年５月１日現在）

プログラム 留学生数（％）

研究留学生 ７，０６９（７６．６％）

教員研修留学生 １２９（１．４％）

ヤング・リーダーズ・プログラム
（YLP)留学生

７４（０．８％）

学部留学生 ８５８（９．３％）

日本語・日本文化研修留学生 ６０３（６．５％）

高等専門学校留学生 ２５０（２．７％）

専修学校留学生 ２４０（２．６％）

合計 ９，２２３（１００％）

国・地域名 留学生数（％）

中国 １，４１８（１５．４％）

インドネシア ７９８（ ８．７％）

韓国 ７１５（ ７．８％）

タイ ６６７（ ７．２％）

ベトナム ５９２（ ６．４％）

バングラデシュ ４１８（ ４．５％）

インド ２４６（ ２．７％）

モンゴル ２３６（ ２．６％）

フィリピン １９８（ ２．１％）

カンボジア １９７（ ２．１％）

その他 ３，７３８（４０．５％）

合 計 ９，２２３（１００ ％）

プログラム 大使館推薦 大学推薦 国内採用 その他の方法 合計

研究留学生 3,427 2,996 646 0 7,069

教員研修留学生 129 0 0 0 129

ヤングリーダーズプログラム 0 0 0 74 74

学部留学生 595 57 0 206 858

日本語・日本文化研修留学生 412 191 0 0 603

高等専門学校留学生 250 0 0 0 250

専修学校留学生 240 0 0 0 240

合計 5,053 3,244 646 280 9,223



（４）分野国費外国人留学生数 （５）プログラム別選考方法別国費留学生採用者数

（６）国費外国人留学生数推移（各年５月１日現在）

（平成２７年５月１日現在） （平成２７年度実績）

8,3518,5298,5889,39610,349学生数

平成26年平成25年平成24年平成23年平成22年年 度

大使館推薦 大学推薦 国内採用 その他 合 計

研究留学生 839 1,716 283 0 2,838 

教員研修留学生 128 0 0 0 128 

学部留学生 121 59 0 100 280 

日本語日本文化研修
留学生

409 186 0 0 595 

高等専門学校留学生 67 0 0 0 67

専修学校留学生 85 0 0 0 85 

ヤングリーダーズプロ
グラム

0 0 0 69 69 

合計 1,649 1,961 283 169 4,062

専攻分野名 人数
うち研究留学生

大使館推薦 大学推薦 国内採用 計

人文科学 1,526 630 121 76 827

社会科学 1,175 502 273 129 904

理学 539 208 240 42 490

工学 3,039 940 1,225 166 2,331

農学 738 248 433 38 719

保健 783 313 362 76 751

家政 32 4 3 1 9

教育 382 70 50 30 150

芸術 164 97 5 14 116

その他 845 415 284 74 773

計 9,223 3,427 2,996 646 7,069

9,223

平成27年


